
平成１４年度　東京都監理団体経営目標及び達成状況

＜公益法人＞

1 人権問題研修講師の出講回数 188回 148回
人権問題研修講師出講１回当たり
経費

7,069円 2,591円 人権問題研修講師の出講収入額 4,888千円 3,904千円 固有職員人事・給与制度 業績評価制度の導入 実施

2
インターネットホームページアクセ
ス件数

135,147件 113,502件
インターネットホームページアクセ
ス１件当たり事業費

20円 20円
自己収支比率（都からの受託を除
く団体事業）

7.82% 5.36% 固有職員人事・給与制度 若年勧奨退職制度の導入 実施

3 管理費 16,261千円 17,476千円

1 ヘリ・コミューターの搭乗率 55.0% 54.9% ヘリ・コミューターの営業係数 258 248 自己収支比率 63.2% 63.1% 事業の見直し 植木賃貸事業の廃止 実施

2 特産品展示販売売上高 88,647千円 102,573千円 特産品展示販売事業の収支比率 95.7% 93.7% 管理費 26,700千円 27,445千円

3 郵便物等輸送収入額 19,360千円 23,188千円

1 電話交換受託経費の削減 390百万円 389百万円
電話交換受託経費の職員１人当
たりの経費

5,660千円 5,639千円 基本財産額中の独自財源比率 13.0% 13.0% 執行体制の簡素効率化
都派遣職員の削減
多様な形態の職員の活用

実施

2
公開税務実務研修の拡大
（粗利益）

2,556千円 1,799千円
公開税務実務研修の受講者１人
当たり経費

8,382円 6,683円 管理費の削減 87百万円 86百万円 事業の見直し 人材派遣業の展開 実施

3
都・区市町村向け事業の充実
（区市町村研修への講師派遣）

25講座
246時間

29講座
258時間

自主財源額の増加 27,570千円 28,165千円 事業の見直し
自動車税事務所での来所者ア
ンケート調査実施後の改善策の
策定

実施

4
都民向け事業の充実
（都民対象講演会参加者数）

1,300人 1,050人

1 教育振興資金の貸付額 3,400百万円 3,478百万円 研修事業における負担金収入率 9.9% 17.7%
管理費額・比率
（教育振興資金貸付事業を除く）

213,035千円
12.5%

215,340千円
10.9%

執行体制の簡素効率化
統合のための条件整備

実施

2
年間研修参加者数（財団主催研
修）

1,770人 1,845人 自主財源額 98百万円 97百万円 執行体制の簡素効率化
新法人における組織・人事給与
制度の確立

実施

3 賛助会員加入率及び新規入会数
61.7%
15校

61.5%
11校

1 フォーラム事業の収入額 63億円 65.0億円
フォーラム会計従事職員１人当た
りの
収入額

150,000千円 154,828千円 自己収支比率 101.8% 101.3% 財団法人の民営化 財団法人の解散準備 実施

2 フォーラム事業の収支差額 収支均衡 1.0億円
国際交流・協力事業の波及効果者
数
１人当たり経費

1,570円 1,055円 管理費比率（フォーラム運営事業） 83.4% 77.9%

3
国際交流・協力事業の波及効果者
数

153,000人 205,853人

1 展覧会の年間観覧者数 226.5万人 255.3万人 施設の収支比率 30.6% 33.2%
団体主催事業における自己収支
比率 50.9% 63.7% 固有職員人事・給与制度 新しい業績評価制度の導入 実施

2 その他の入館者数 126.9万人 130.6万人 観覧者１人当たり経費 2,318円 2,073円 収益事業収入（付帯事業収入） 424百万円 568百万円 事業の見直し
文化施設の管理運営方法の改
善

未実施

3 施設の稼働率 88.0% 87.4%
施設の管理費比率

81.2% 75.0% 執行体制の簡素効率化 事務局組織・機能の見直し 実施

4 事業の見直し 顧客満足度調査の実施 未実施

1
①土地供給面積
②土地貸付面積

①2.7ha
②4.06ha

①3.5ha
②4.30ha

①区画整理事業及び②下水道事
業における人件費比率（受託事業
の事務費における人件費比率）

①81％
②60％

①83％
②50％

長期借入金残高 11,700百万円 10,000百万円 固有職員人事・給与制度 人事・給与制度の見直し 一部実施

2
①区画整理受託面積
②下水道施工延長

①734.１ha
②58.0㎞

①734.1ha
②68.1km

管理費に対する有効活用収入の
割合 3.0 3.3

管理費総額
（退職手当、公租公課等を除く）

3,523百万円 3,150百万円 執行体制の簡素効率化
組織のスリム化・ＩＴ導入による
事務の効率化

実施

3
まちづくり支援センターの年間利用
件数 811件 1,649件
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評価
実績

経 営 改 善 計 画 達 成 状 況

項　目 細 項 目

費 用 対 効 果

実績指 標 名 目 標 値

(財)東京都人権啓発センター

7 (財)東京都新都市建設公社

5 (財)東京国際交流財団

6 (財)東京都歴史文化財団

3 (財)東京税務協会

4
(財)東京都私立学校教育振興
会

1

2 (財)東京都島しょ振興公社

財　務

実績指 標 名 目 標 値
団  体  名

指　標　名

成　果

実績目 標 値
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財　務
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指　標　名

成　果

実績目 標 値

1
城南島廃棄物処理施設の産業廃
棄物年間受入量

66,271トン 81,679トン
城南島廃棄物処理施設の売上に
占める経費割合

82.9% 83.3%
城南島廃棄物処理施設の経常収
支比率

103.7% 108.5% 固有職員人事・給与制度 人事・給与制度の見直し 実施

2
技術コンサルティング業務の受注
額

59,546千円 48,894千円 河川清掃１㎞当たり経費 19,367円 18,507円 自己収支比率 93.3% 93.7% 新規事業の開拓
新規事業の検証及び事業化着
手

一部実施

3 管理費比率 4.7% 4.0% 事業の見直し
団体からの委託は原則として
競争入札を導入

実施

4 収集運搬事業の再構築
収集運搬事業の収支均衡及び
段階的縮小

一部実施

1
社会ニーズによるグループ研究・
長期プロジェクト研究の推進

－ 実施
研究員１人当たり論文・学会等発
表数

7.9件 8.0件 研究部門自己収支比率 8.2% 4.85% 執行体制の見直し 研究所の基本指針の確立 実施

2 外部研究費受入額 301,545千円 364,539千円
研究員１人当たり外部研究費受入
額

2,355千円 2,870千円 自己収支比率（研究部門を除く） 38.7% 35.1% 事業の推進 普及・広報活動の充実等 実施

3
ＮＰＯ等に対する人材支援件数
（ナレッジバンク事業）

100団体 111団体
福祉総合情報提供（来所相談等）
１件当たりの一般財源充当額

7,300円 7,070千円 管理費 983,850千円 918,630千円 固有職員人事・給与制度
固有研究員について独自の人
事・給与制度の導入

一部実施

4
福祉サービス第三者評価システム
事業における評価試行件数

90施設 90施設
【参考】外部研究費を含めた自己
収支比率

11.8% 13.8% 新規事業の円滑な実施
福祉情報総合ネットワークシス
テムの開発、試行実施

実施

5 事業の見直し
措置費の支払い代行制度の見
直し

実施

1 利用者本位のサービス提供 － 一部実施
児童養護施設利用者１人当たり運
営経費（平均月額）

599千円 583千円 自己収支比率 1.62% 1.72% 固有職員人事・給与制度 独自の人事・給与制度の導入 未実施

2
デイサービス実施人員
（地域支援事業の充実）

8,805人 9,269人
障害施設利用者１人当たり運営経
費（平均月額）

886千円 864千円 管理費比率 14.75% 15.00%

1 救急患者数 22,800人 25,049人 医業収益100対医業費用の比率 110.4% 108.3% 自己収支比率 88.3% 90.9% 固有職員人事・給与制度 人事・給与制度の見直し 実施

2 登録医数の増 1,611人 1,666人 管理費比率 2.0% 2.1%

3 病床利用率 92.6% 90.5%

1 多摩がん検診センター受診者数 95,300人 94,210人
多摩がん検診センター受診者１人
当たり運営経費

13,990円 13,879円
多摩がん検診センター自己収支比
率

57.0% 55.2% 事業の見直し 財団組織の統合に向けた取組 実施

2
健康づくり及びがん検診に関わる
人材養成事業対象者数

3,418人 3,728人 管理費比率 6.1% 6.3% 固有職員人事・給与制度 人事・給与制度の見直し 実施

1
行政・臨床ニーズによる特定研究
の推進及び優れた研究水準の確
保

11課題 11課題
研究員１人当たりの論文・学会等
発表数

6.4件 7.3件
外部研究費を含めた自己収支比
率

19.5% 19.2% 固有職員の人事・給与制度
固有職員について独自の人事・
給与制度の導入

実施

2 外部研究費の受入額 1,211百万円 1,154百万円
研究員１人当たりの外部研究費受
入額

4,279千円 4,421千円 自己収支比率 3.6% 3.7% 執行体制の強化と簡素効率化 本部機能の強化等 実施

3 公開講座等参加者数 7,269人 5,615人 管理費比率 3.9% 3.8% 事業の見直し 民間との共同研究の推進等 実施

1 展示ホールの稼働率 60.2% 59.4%
会場運営事業収入に対する会場
運営事業費比率

70.5% 68.7% 収益的収支差額 853百万円 1,512百万円
（株）東京国際貿易センターとの
統合

統合後のビッグサイト管理運営
体制の決定・基本的事項の合
意形成

実施

2
共用スペース等を活用した広告料
等収入

72,000千円 43,128千円 収益的事業における管理費 738,368千円 744,931千円
（株）東京国際貿易センターとの
統合

円滑な事業の承継と財務・経理
事務の移行

実施

3
年度末日における翌年度予約率
（展示ホール）

63% 61.7% 固有職員人事・給与制度 新たな人事給与制度の構築 実施
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(財)東京都保健医療公社

(社福)東京都社会福祉事業団

(財)東京都健康推進財団

(財)東京都医学研究機構

9
（財）東京都高齢者研究・福祉
振興財団

14 (社)東京国際見本市協会

11

10

12

13

8 (財)東京都環境整備公社
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1 求人開拓数 26,834人 28,071人 求人開拓数１人当たりの所要経費 3,468円 3,206円 管理費 222,413千円 219,483千円 固有職員人事・給与制度 退職金支給率の見直し等 実施

2 事業の見直し
城北福祉センターとの事業の一
体化に向けた準備

実施

1 公社事業利用延企業数 42千社 55.2千社
公社事業利用企業1社に対する経
費

13.7千円 10.5千円
自己収支比率
（臨時的収入（基金造成費等）を除
く）

43.1% 51.0% 経営責任の明確化 理事長の兼職制の見直し 実施

2 設備貸与実績額 855百万円 1,016百万円
設備貸与額１億円当たりの事業経
費

21,920千円 18,305千円
管理費比率
（臨時的支出（基金造成費等）を除
く）

11.5% 13.5% 事業の見直し
（財）東京都勤労福祉協会との
統合に向けての推進計画の実
施

実施

3 施設利用率 70% 78%
職員1人当たりの施設使用料収入
額

28,097千円 31,321千円 固有職員・人事給与制度
自己申告・業績評価制度の導
入等

実施

4 創業支援施設利用企業数 106社 113社

1 就職者数（かっこ内は就職率）
38人
(86%)

38人
（88%）

生徒１人当たりの運営経費 4,728千円 4,819千円 管理費比率（かっこ内は管理費)
57.6%

(180,600千円)

56.5%
(166,083千

円）
事業の見直し

入所者数及び就職者数の増加
施策

実施

2 固有職員人事・給与制度 退職時の名誉昇給の廃止等 実施

1 シルバー人材センターの会員数 73,542人 73,974人
人材開発コース（シルバー向け）１
人当たり経費

51,242円 42,452円 管理費比率 20.9% 20.4% 固有職員人事・給与制度 ５５歳定期昇給停止等 実施

2 就職者数 4,438人 5,123人 就職者１人当たりの経費 157,356円 137,007円 自主財源額 27,211千円 40,846千円 経営責任の明確化 会長の「あて職」廃止 未実施

3 事業の見直し 就業相談所の統廃合等 実施

1
健康管理・余暇活用事業加入企業
数

1,123社 971社
健康管理・余暇活用事業の利用者
1人当たりの事業経費

499円 501円 管理費比率 47.9% 46.6% 事業の見直し
（財）東京都中小企業振興公社
との統合を見据えた事業の再
構築

実施

2 講座受講者数 1,040人 1,000人
講座受講者1人につき団体が負担
する経費の額

103円 ▲50円 自己収支比率 28.8% 28.7% 固有職員人事・給与制度
統合を踏まえた自己申告制度
の導入等

実施

3 火災共済加入企業数 555社 555社
火災共済総収入に対する人件費
負担割合

32.1% 31.7%

1 分収育林新規契約面積 20ｈa 23.7ha
分収育林事業費の1ｈａ当たりの対
価

309千円 267千円
管理費比率（かっこ内は管理費削
減額）

9.9%
（1百万円減）

9.1%
（20百万円）

固有職員人事・給与制度 一時金に業績評価結果を反映 実施

2
農地保有合理化事業の年間取扱
面積

167ｱｰﾙ 170ｱｰﾙ
農地保有合理化事業の年間取扱
面積１アール当たりの事務費

27.0千円 25.7千円
総収入に対する自主財源比率（た
だし、都緊急雇用対策収入を除く）

46.6% 45.9% 事業の見直し
栽培漁業センター事業受入に
伴う事務処理の一元化等

実施

3
後継者組織の自主研究活動の年
間助成数

16ｸﾞﾙｰﾌﾟ 15ｸﾞﾙｰﾌﾟ

4 森林総合利用事業参加者数 488人 522人

1
コンベンション誘致における誘致交
渉件数（①）、東京開催内定・確定
数（②）

①174件
②48件

①174件
②50件

会員等との共同事業の事業費に
占める参加費、協力費の割合

24.4% 62.2%
自己収支比率（都からの受託を除
く団体事業）

54.5% 75.2% 事業の見直し 関連収益事業の拡大 実施

2
海外関連業界へのプロモーション
実施件数（①）、海外マスメディア
への東京情報掲出件数（②）

①80件
②41件

①91件
②20件

コンベンション誘致１件当たりの事
業費

802千円 592千円 管理費比率 50.9% 31.0%

3 東京国際ユースホステルの利用率 80.6% 79.9%
広報宣伝ツール作成費に占める
広告料収入の割合

10.4% 0%
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○21
(社)東京ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝ･ﾋﾞｼﾞﾀｰｽﾞ
ﾋﾞｭｰﾛｰ

20 (財)東京都農林水産振興財団

19 (財)東京都勤労福祉協会

17
(財)東京都心身障害者職能開
発ｾﾝﾀｰ

18
(財)東京都高齢者事業振興財
団

16 (財)東京都中小企業振興公社

15 (財)山谷労働センター



評価
実績

経 営 改 善 計 画 達 成 状 況

項　目 細 項 目

費 用 対 効 果

実績指 標 名 目 標 値

財　務

実績指 標 名 目 標 値
団  体  名

指　標　名

成　果

実績目 標 値

1 公社一般賃貸住宅家賃総収入 37,778百万円 37,805百円
従事職員１人当たり家賃収入額
（公社一般賃貸住宅）

389百万円 390百万円 事業損益 1,608百万円 1,719百万円 事業の見直し 都営住宅関連事業受託 実施

2 公社一般賃貸住宅建替事業戸数 500戸 501戸
公社一般賃貸住宅建替事業１戸
当たり経費

11,001千円 10,992千円 自己収支比率 71.9% 70.5%

3
都営住宅管理受託事業・居住者
サービスの向上（アンケート結果に
基づく改善策の策定・実施）

－ 実施 管理費比率 0.69% 0.55%

4 保有用地処分額 400百万円 599百万円

1
住宅性能保証制度の普及促進
（住宅登録戸数）

10,289戸 10,947戸
住宅性能保証業務の効率化
（職員１人当たりの処理件数）

4,287戸 4,561戸 自己収支比率 84.8% 88.6% 固有職員等の人事・給与制度 固有職員等の処遇の見直し 実施

2
建築確認・検査業務の拡充
（建築確認・検査件数）

154件 176件
建築確認業務の効率化
（建築確認１件当たりのコスト）

192千円 149千円 管理費比率 5.5% 5.9% 執行体制の簡素効率化 都派遣職員の計画的削減 実施

3
木造密集地域の整備促進
（まちづくり推進支援事業）

5地区 5地区
建築材料試験業務等の効率化
（職員１人当たりの収入額）

25百万円 29百万円 事業の見直し 都民住宅募集業務の廃止 実施

1 有料入園者の客単価 848円 848円 売上高営業利益率（収益事業） 6.0% 5.4% 公益事業への繰入金額 110,000千円 120,000千円 事業の見直し 店舗利用実態調査の実施等 実施

2 教育活動登録会員数 9,000人 9,025人 教育活動登録会員１人当たり経費 2,804円 2,539円
収益事業の収支比率

101.6% 101.8% 固有職員人事・給与制度
一時金に業績評価結果を反映
等

実施

3 ガイドツアー参加者数 60,624人 70,207人 ガイドツアー参加者１人当たり経費 1,217円 1,072円
収益事業の一般管理費及び営業
費比率

42.6% 43.7%

1 公益事業の拡充 126百万円 187百万円
「緑と水」の市民カレッジ事業の事
業収入割合

67.2% 51.2% 正味財産額・基本財産額の増額 4,291百万円 4,430百万円 事業の見直し 直営公園の受託の拡大 実施

2 収益３事業の収入額 2,397百万円 2,289百万円 収益３事業の収支比率 98.1% 97.4% 収益事業の経常収支比率 111.1% 111.6% 固有職員人事・給与制度 退職金制度の見直し 実施

3 公園・庭園等の管理受託経費 8,727百万円 8,531百万円
公園・庭園等管理受託事業に従事
する職員１人当たりの人件費

5,462千円 5,406千円
収益事業の管理費比率

14.5% 14.5% 事業の見直し 庭園等の利用料金制の検討 実施

1 直営駐車場の時間制利用台数 316万台 350万台 １人当たりの営業利益（収益事業） 264万円 533万円 自己収支比率 93.7% 97.1% 事業の見直し
都立病院等駐車場からの順次
撤退を含めた再構築等

実施

2
駐車場情報（位置情報① 満空情
報②）の提供

①3,414場
②238場

①3,718場
②263場

１人当たりの管理台数 50台 52台 管理費比率 11.3% 11.4% 執行体制の簡素効率化
事務事業のＩＴ化（公社のネット
ワーク化）

実施

3 基本財産の増額 2,000万円 2,300万円 その他
秋葉原中核駐車場管理運営に
向けての取組み等

未実施

1 有料道路事業収入 1,348百万円 1,297百万円
有料道路通行車輌１台当たりの
所要経費

67円 57円 維持管理費比率 26.3% 26.4% 執行体制の簡素効率化
(財)東京都駐車場公社との管理
部門統合に伴う円滑な事務処
理のためのしくみづくり

実施

2 受託事業における用地取得件数 42件 47件 駐車１時間・１台当たりの所要経費 182円 188円 収支率 55.1% 52.3%

3 附帯事業収入 6,775千円 6,711千円 一般管理費比率 7.1% 6.2%

1 外貿埠頭稼働率 100% 100%
管理人員1人当たりの収入額（若
洲海浜公園ゴルフ場）

53百万円 53百万円 長期借入金残高 87,563百万円 85,830百万円 固有職員人事・給与制度
新人事・給与制度の円滑な運用
等

実施

2
大井コンテナ埠頭再整備事業の着
実な執行

94% 94%
管理人員1人当たりの管理経費
（若洲ゴルフ・ｷｬﾝﾌﾟ場を除くその他
の有料施設公園）

24百万円 23百万円
管理費
※本部管理費

1,254百万円 1,300百万円 事業の見直し
利用料金制の検証（運営状況
検討会の設置）

実施

3
若洲海浜公園ゴルフ場の年間利
用者数

58,062人 58,090人
管理経費比率（外貿埠頭事業：修
繕費、固定資産税等を除く）

10.79% 11.75%
収支比率（利用料金制度・若洲海
浜公園）

102.6% 102.7% 事業の見直し
フェリー埠頭事業のあり方の検
討

実施

◎

◎

○

○

◎

○

○

27 東京都道路公社

26 (財)東京都駐車場公社

28

22 東京都住宅供給公社

(財)東京動物園協会

25 (財)東京都公園協会

(財)東京港埠頭公社

23
(財)東京都防災・建築まちづく
りセンター

24



評価
実績

経 営 改 善 計 画 達 成 状 況

項　目 細 項 目

費 用 対 効 果

実績指 標 名 目 標 値

財　務

実績指 標 名 目 標 値
団  体  名

指　標　名

成　果

実績目 標 値

1 スポーツ少年団大会参加者数 1,700人 1,658人
都民体育大会等の参加者１人当
たり経費（都負担額）

1,024円 1,063円 賛助金による自主財源の確保 10,215千円 10,235千円 その他 公益法人会計基準の整備 実施

2 国民体育大会派遣選手数 900人 817人 強化選手１人当たり経費 40千円 41千円 団体主催事業等の自己収支比率 40.0% 42.3%

3 管理費比率 11.5% 11.1%

1 演奏会における年間入場者数 191,321人 202,102人 入場者１人当たりの事業費 9,169円 8,184円 自己収支比率 45.7% 46.6% 固有職員人事・給与制度
新しい給与体系の導入に向け
た準備等

実施

2 事業収入 651,000千円 660,123千円 楽員１人当たりの事業収入 6,320千円 6,409千円 事業収支 89,258千円 59,921千円 新たな収入の確保 区市・近隣県との提携公演等 一部実施

3 管理費比率 59.6% 63.7%

1 財団主催事業数 127事業 128事業 体育施設の収支比率 23.0% 23.6% 協賛金等による財源確保 17,139千円 27,132千円 固有職員人事・給与制度
新しい給与制度の導入等に向
けた準備

実施

2 体育施設の施設稼働率 74.0% 74.5%
受託施設の１㎡当たり維持管理経
費

12,682円 12,251円 財団主催事業の自己収支比率 83.2% 83.8%

3 財団主催事業の参加者数 91,130人 97,901人 管理費比率 65.5% 59.9%

1 年間活動人員数 1,139,000人 1,139,753人
自主防災組織等の活動人員1人当
たりの指導育成費

427円 381円 自己収支比率 31.4% 35.6% 事業再編
自主防災組織等の指導育成事
業の移管

実施

2 年間活動回数 24,372回 24,405回
ポスター等印刷物の1件当たり経
費

34.6円 34.5円 管理費 11,482千円 10,464千円

3 広報印刷物の頒布数 75,500部 75,500部 収益事業収入 76百万円 75百万円

1
防災業務関係者の育成指導人員
数

58,400人 58,738人
防災業務関係者１人当たりの運営
経費

8,842円 8,031円 管理費 259,174千円 237,994千円 基本財産の適正管理 資産管理委員会の設置等 実施

2 消防博物館、防災館の来館者数 315,000人 329,737人
消防博物館、防災館の来館者１人
当たりの運営経費

1,855円 1,791円 自己収支比率 30.0% 36.1% 執行体制の簡素効率化 アウトソーシング 実施

3 防災関係図書の販売数 178,000部 178,379部 出版事業に係わる収支比率 106% 118% 事業再編
自主防災組織等の指導育成事
業の受託

実施

4 その他 防災館等への来館者の促進 実施

1 患者等搬送サービス事業収入 15,675千円 15,793千円 搬送１件当たり経費 51千円 41千円 自己収支比率 38.4% 42.2% 固有職員人事・給与制度 退職金支給等の見直し 実施

2 救急関係図書・資器材の販売額 48.4百万円 71.9百万円
職員１人当たりの救急関係図書・
資器材の販売額

1,491千円 2,248千円 管理費 54百万円 52百万円 事業の見直し
都立八王子小児病院ドクター
カー運行業務の受託見直し

実施

3 患者等搬送サービス事業件数 431件 496件

○

○

◎

◎

◎

31 (財)東京都生涯学習文化財団

29 (財)東京都体育協会

30 (財)東京都交響楽団

32 (財)東京連合防火協会

◎34 (財)東京救急協会

33 (財)東京防災指導協会



＜株式会社＞

1 運輸収入 5,867百万円 5,718百万円 社員１人当たりの運輸収入 28.6百万円 28.6百万円
運輸収入に対する人件費負担割
合

27.5% 27.0% 執行体制の簡素効率化 社員数の見直し 実施

2 安全運行の確保 無事故 無事故 営業係数（減価償却前） 64.3 58.7 経常収支比率（減価償却前） 106.2% 115.5% 事業の見直し 積極的な事業展開 実施

3 付帯事業収入 174百万円 175百万円

1 第二期線建設工事の進捗状況 － 全線開業 営業係数（減価償却前） 72.5 78.5 営業利益（減価償却前） 1,614百万円 990百万円 事業の見直し 全線開業に向けた準備 実施

2 運輸収入 5,546百万円 4,136百万円 事業の見直し
光ファイバーケーブル敷設への
路線賃貸

実施

3 安全運行の確保 無事故 無事故 事業の見直し
新木場駅鉄道施設賃借契約の
見直し

未実施

4 付帯事業収入 320百万円 462百万円 固有職員人事・給与制度
人事給与制度の運用基準の策
定

実施

1 設備工事（軌道、建築）着手率 100% 一部達成 建設費の縮減 － 実施 職員1人当たり物件費 4,748千円 4,385千円 本社の人事・給与制度の構築
給与制度設計、人事考課制度
設計

実施

2 土木工事の概成 － 達成
開業後の経営効率化方策の検討
等

－ 実施

3 開業の準備 － 実施

4 イメージ戦略の推進 － 実施

1 発生土取扱土量 210万㎥ 270万㎥
発生土１立方㍍当たりの処理コス
ト（Ⅰ型管理外注費）

475円 476円 当期利益
単年度黒字

の確保
278百万円 事業の見直し 新会社の発足 実施

2 合併による販管費の削減 576百万円 490百万円

1 熱販売量 674,487ＧＪ 677,180GJ 社員１人当たりの熱販売量 17,294GJ 17,364GJ 次期繰越利益 26百万円 35百万円 固有社員人事・給与制度 定期昇給の55歳停止 実施

2
新規大口需要家の加入促進（有楽
町駅前地区）

1件 1件 販売熱量当たりの原材料費用 1.70円/MJ 1.71円/MJ 経常収支比率 128.2% 131.6% 執行体制の簡素効率化
派遣社員の計画的な固有社員
（常勤嘱託）化

一部実施

3 営業収入に対する人件費比率 9.4% 9.4% 自己資本比率 7.4% 7.5%

1 ビル賃貸事業のテナント入居率 95%以上 99.04%
ビル事業利益率（ビル事業にかか
る売上高営業利益率）

▲0.8% 0.5% 営業利益 170百万円 213百万円 固有職員人事・給与制度 制度の検討・試行・一部実施 実施

2 ビル事業収入 11,550百万円 11,606百万円 売上高人件費比率 4.6% 4.3%
一般管理費（ただし、見本市協会と
の統合経費は除く）

372百万円 368百万円
（社）東京国際見本市協会との
統合

統合に向けた協議・検討・準備 実施

3 事業の見直し
晴海社有地の平成15年度以降
の利用計画の策定

実施

1 年間入場者数 1,042,000人 1,144,327人 営業係数 102 97 営業収入 846,000千円 869,317千円 事業の見直し
ネーミング・ライツのスポンサー
企業の決定

実施

2 イベント開催日数 94日 118日 社員１人当たり営業収入 65,000千円 66,871千円 販売費・一般管理費比率 27.7% 28.2% 事業の見直し
ネーミング・ライツのスポンサー
企業との契約の締結

実施

3 付帯事業収入 396,000千円 394,557千円 減価償却前利益 102,000千円 146,812千円 事業の見直し 付帯事業収入の収入向上策 実施

団  体  名
指　標　名

成　果

実績目 標 値

財　務

実績指 標 名 目 標 値

費 用 対 効 果

実績指 標 名 目 標 値
評価

実績

経 営 改 善 計 画 達 成 状 況

項　目 細 項 目

37 首都圏新都市鉄道(株)

38
(株)建設資源広域利用セン
ター

◎

◎

36 東京臨海高速鉄道(株)

40 (株)東京国際貿易センター

41 (株)東京スタジアム

39 東京熱供給(株)

35 多摩都市モノレール(株)

◎

○

○

△

◎



団  体  名
指　標　名

成　果

実績目 標 値

財　務

実績指 標 名 目 標 値

費 用 対 効 果

実績指 標 名 目 標 値
評価

実績

経 営 改 善 計 画 達 成 状 況

項　目 細 項 目

1 鉄道運輸収入 9,072百万円 8,698百万円 営業係数（減価償却前） 49.9 48.0 営業利益（減価償却前） 4,661百万円 4,662百万円 資金計画 豊洲延伸事業の資金計画策定 実施

2 輸送人員 37,831千人 36,711千人
付帯事業収入に対する従業者人
件費負担割合

3.8% 3.4%
資金調達余力の向上（ﾃﾞｯﾄ・ｷｬﾊﾟｼ
ﾃｨ・ﾚｼｵ）

76.5% 75.1% 固有職員人事・給与制度 退職金支給率の見直し 実施

3 安全運行の確保 無事故 無事故

4 付帯事業収入 247百万円 258百万円

1 ３社ビル事業収益 2,700百万円 2,664百万円
社員１人当たりの３社ビル事業収
益

82百万円 83百万円
3社合計営業利益
（都市基盤整備事業を除く）

3,800百万円 3,809百万円 固有社員人事・給与制度 独自の人事・給与制度の確立 実施

2 販売費及び一般管理費 350百万円 374百万円 事業の見直し 情報通信事業の再構築 実施

1 熱販売量 93.8万ＧＪ 96.9万ＧＪ 売上高に対する営業利益率 18.1% 21.2% 自己資本比率 39.3% 39.8% 事業の見直し
氷蓄熱の導入（実施設計の完
了等）

実施

2 社員１人当たりの熱販売量 49.1千ＧＪ 51千ＧＪ 経常利益 662百万円 903百万円 執行体制の簡素効率化 事務処理の効率化 実施

1 自社ビルの入居率 98% 99.1%
社員１人当たりの自社ビルのテナ
ント収入（東京都交通局からの支
払い分を除く）

67百万円 70百万円
不動産賃貸事業の営業費用にお
ける販管費比率

16.8% 16.1% 固有職員人事・給与制度
自己申告・業績評価制度の導
入等

実施

2
自動車整備事業における都派遣
職員数（15年度期首）

112人 0人

1
大江戸線環状部残工事（汐留連絡
線を除く）及び受託工事の進捗率

90% 92%
職員１人当たりの進捗率（工事）に
よる出来高

75百万円 75百万円
税引後当期利益額
（累積欠損金の縮減）

1百万円 99百万円 その他
今後の会社の事業計画の再構
築案をまとめる

一部実施

2 汐留連絡線工事の進捗率 37% 42%
借入金の14年度期末残高
（借入金の計画的償還）

  5,990億円 5,989億円

1 受託事業以外の受注額 610百万円 655百万円 社員１人当たり売上高 2,849万円 3,162万円 経常収支比率 103.8% 103.5% 固有職員人事・給与制度 人事考課制度の改善 実施

2 ISO9000Sの認証取得 － 実施 販売費及び一般管理費比率 8.2% 7.4%

1 受託事業以外の受注額 248百万円 269百万円 社員１人当たり経常利益額 1,984千円 4,966千円 自己資本比率 36.4% 49.7% 固有職員人事・給与制度 業績給制度の導入 実施

2 高度利用システムの受注件数 7件 8件 経常収支比率 103.3% 108.1%

3
営業キャッシュフロー額
（税引後当期利益＋減価償却費）

25,537千円 61,958千円

1
汚泥含水率（汚泥処理施設の適正
な運転管理）

77.7% 76.3%
汚泥脱水処理1ﾄﾝ（Ds-t)当たりの
処理経費

14,504円 13,345円 経常収支比率 101.0% 101.9% 事業の見直し 自主事業の充実・拡大 実施

2 自主事業比率 14% 14% 販管費比率 6.2% 7.3% 事業の見直し 事業別収支状況の明確化 実施

3 固有職員の人事・給与制度 定期昇給５５歳停止等 実施

46 東京都地下鉄建設(株)

42 (株)ゆりかもめ

43 (株)東京テレポートセンター

44 東京臨海熱供給(株)

◎

◎

48 水道マッピングシステム(株)

49 東京都下水道サービス(株)

○

○47 東京水道サービス(株)

45 東京トラフィック開発(株)

○

○

◎

◎


